
令和５年第３回(９月）定例会

一般会計予算決算常任委員会資料

（令和４年度一般会計決算審査資料）



審査対象事業一覧（総務文教分科会）

No 重点 事　　業　　名
決算額
（千円）

款 項 目 担当課 資料ページ

1 ③ スマイルシティ・ライフ体験事業 3,888 2 1 9 152 ～ 155 シティセールス課 1～3

2
デジタル
スマイル アプリを活用した情報発信充実事業 2,099 2 1 9 152 ～ 155 シティセールス課 4～5

3 ① 防災情報伝達システム整備事業 9,680 2 1 14 162 ～ 165 総務課 6～9

4
①

スマイル 地域運営組織推進事業 117 2 1 22 168 ～ 169 市民活動推進課 10～11

5 ① 地域交流センター運営事業 74,192 2 1 23 168 ～ 171 市民活動推進課 12～13

6 ③ 文化会館改修事業 16,727 2 1 26 174 ～ 177 文化スポーツ推進課 14～17

7
③

スマイル パラサイクリングのまちＰＲ事業 896 2 1 28 176 ～ 179 文化スポーツ推進課 18～20

8 山口東京理科大学授業料等減免補助事業 84,360 2 7 1 198 ～ 201 大学推進室 21～22

9 山口東京理科大学運営費交付金事業 1,620,304 2 7 1 198 ～ 201 大学推進室 23～24

10 山口東京理科大学施設整備事業 207,804 2 7 1 198 ～ 201 大学推進室 25～28

11
②

デジタル ＧＩＧＡスクール推進事業 67,457 10
2

3

2

2

336

342

～

～
339

345
学校教育課 29～30

12 デジタル 学校図書システム更新事業 2,520 10 2 2 336 ～ 339 学校教育課 31～34

13 ② 高千帆小学校校舎整備事業 434,749 10 2 3 338 ～ 339 教育総務課 35～38

14 プラネタリウム投映事業 737 10 5 6 360 ～ 363 社会教育課 39～39

審査対象事業一覧（民生福祉分科会）

No 重点 事　　業　　名
決算額
（千円）

款 項 目 担当課 資料ページ

15 デジタル キャッシュレス決済導入事業 2,829 2 1 9 152 ～ 155 市民課 40～41

16 デジタル マイナンバーカード交付関連事務事業 4,767 2 3 1 186 ～ 191 市民課 42～46

17 空家等の適正管理の補助事業 4,376 2 1 13 160 ～ 161 生活安全課 47～55

18
②

デジタル 子育て支援アプリ導入事業 605 3 2 1 220 ～ 225 子育て支援課 56～58

19 ② 出産祝金給付事業 15,827 3 2 1 220 ～ 225 子育て支援課 59～59

20 ② 入学祝金給付事業 24,341 3 2 1 220 ～ 225 子育て支援課 60～60

21 ② 小野田地区公立保育所整備事業 5,515 3 2 4 228 ～ 233 子育て支援課 61～66

22 ② ねたろう保育園運営事業 21,658 3 2 4 228 ～ 233 子育て支援課 67～67

23
②

スマイル 多胎妊産婦支援事業 66 4 1 1 244 ～ 249 健康増進課 68～68

24
大学連携
スマイル スマイルエイジング薬局事業 605 4 1 1 244 ～ 249 健康増進課 69～69

25 がん患者医療用補整具購入費助成事業 152 4 1 2 250 ～ 251 健康増進課 70～70

26 スマイル
子宮頸がんワクチンキャッチアップ接種
事業

7,939 4 1 2 250 ～ 251 健康増進課 71～71

27 小野田浄化センター施設整備事業 2,169 4 2 3 264 ～ 265 環境課 72～73

決算書
ページ

決算書
ページ



審査対象事業一覧（産業建設分科会）

No 重点 事　　業　　名
決算額
（千円）

款 項 目 担当課 資料ページ

28 農業次世代人材投資事業 6,000 6 1 3 272 ～ 275 農林水産課 74～75

29 多面的機能推進事業 43,584 6 1 4 274 ～ 279 農林水産課 76～79

30 有害鳥獣捕獲奨励事業 1,701 6 2 2 280 ～ 283 農林水産課 80～81

31 地方バス路線維持対策事業 137,564 7 1 1 288 ～ 291 商工労働課 82～82

32 駅舎バリアフリー化整備事業 28,698 7 1 1 288 ～ 291 商工労働課 83～83

33 地域公共交通計画策定事業 9,171 7 1 1 288 ～ 291 商工労働課 84～88

34 通学路安全対策事業 49,404 8 2 4 304 ～ 307 土木課 89～91

35 道路施設等点検事業 4,683 8 2 4 304 ～ 307 土木課 92～93

36 ハザードマップ整備事業 6,899 8 3 1 306 ～ 309 土木課 94～96

37 スマイル スマイルエイジングパーク事業 13,133 8 5 2 314 ～ 317 都市計画課 97～100

38 本山岬公園（くぐり岩）整備事業 9,696 8 5 2 314 ～ 317 都市計画課 101～102

決算書
ページ
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R4年度　事務事業評価シート

6 32 5

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

交流

重点プロジェクト

デジタル化 知守 食事

運動

2,340千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

シティセールス課 広報係 事務事業番号 232050402

事業区分

政策的

スマイルエイジング

1,320千円 システム利用料（保守含） 1,848千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

システム利用料（保守含） 616千円

システム開発委託費

163千円

小項目（基本事業）

行財政運営・市民参画・市政情報の発信 効率的で効果的な行政運営 デジタルを活用した行政サービスの向上及び行政運営の効率化

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

イベント実施日や申請等の締め切り日に応じたタイミングで情報を発信することができた。また、導入時（R4.12）
はコロナ禍であり、市として迅速に周知したい情報（ワクチン接種や検査キットの配布に関するお知らせ、コロナに
関する市長メッセージなど）についても、即時に発信することができた。

イベントなどを活用して、新規LINE登録者を増やす。研修等を行い各課職員のLINE配信への意識を高めること
で、より有益で幅広い情報の発信を目指す。広報紙を補う媒体として活用していく。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

拡充

1,848千円

一般財源 1,848千円

その他

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

印刷製本費

スマート自治体推進事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

2 アプリを活用した情報発信充実事業

事
業
概
要

スマートフォンが普及し、日常生活におけるICTの利用割合が増大する中、
利便性のある情報発信ツールの１つとしてアプリの活用が望まれる。親和性
の高いアプリLINEを導入し、情報発信の充実・強化を進め、更なる行政サー
ビスの質の向上を図る。

不特定多数の人

LINEを利用した市政情報等の発信

より多くの人への市政情報等の伝達

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

4

支出内訳

1,848千円2,099千円

県支出金

国庫支出金 2,099千円

地方債

10/10

2,099千円

0.42人 241千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

1,000人

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 友だち登録者数 活動

2,000人

3,013人

301.3%

2

3

2

4



◇アプリを活用した情報発信充実事業 

 

＜概要＞ 

 スマートフォンが普及し、日常生活における ICTの利用割合が増大す

る中、利便性のある情報発信ツールの１つとしてアプリの活用が望まれ

ている。親和性の高いアプリＬＩＮＥを導入し、情報発信の充実・強化

を進め、更なる行政サービスの質の向上を図る。 

 

＜導入スケジュール＞ 

令和４年 

 ４月～５月   仕様書の調整、実施要領・選定委員会設置要綱・       

審査基準等作成  

 ６月６日～７月７日 受託業者の公募 

 ７月２０日  受託業者の選定委員会 

 ８月～１１月 LINE導入準備（関係課との調整、システム構築、 

職員への操作研修等） 

 １２月～   運用開始 

 

＜令和４年度実績額＞ 

システム開発委託費       １，３２０千円 

システム利用料（保守料含む）    ６１６千円 

印刷製本費（ポスター、チラシ）   １６３千円 

【補助金（国）】 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（補助率 10/10）      

 

＜LINE登録者数＞ 

 令和５年３月末 ３，０１３人 

 令和５年８月  ４，２３４人 

 

＜LINEの基本機能＞ 

（１） リッチメニュー機能 

① 基本メニュー 

市ホームページ、スマイルエイジング、地域交流センター、防災

情報、コロナ関連情報、子育ていいね！、夜間・休日診療案内、

チャットで質問、ごみの分別、デジタルサービス、受信設定 

② まちの魅力 

広報紙、CLASSGLASS、さんようおのだ観光ナビ、イベント

カレンダー、公式動画チャンネル、公式インスタグラム、図書館、

公式ツイッター、公式フェイスブック 

③ 防災情報 

防災・消防特設ホームページ、河川監視カメラ、災害時緊急避難

場所及び避難所、防災気象情報、ハザードマップ、防災やまぐち 

（２） 自動応答（FAQ）機能 

（３） プッシュ通知（セグメント配信） 

週２回（月曜・木曜）、４件程度配信（防災・緊急情報（避難所の

開設、避難指示の発令・解除等）等の随時配信も実施） 

ＬＩＮＥの画面 
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R4年度　事務事業評価シート

2 9 1

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

10,884千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

総務課 危機管理室 事務事業番号 209010108

事業区分

政策的

スマイルエイジング

7,040千円 工事請負費（防災情報

232,609千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

地質調査委託料 2,640千円 伝達システム機器設置）

調査設計委託料

工事監理委託料 9,000千円

小項目（基本事業）

市民生活・地域づくり・環境・防災 防災体制の充実 防災体制等の充実

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

南海トラフ巨大地震等による津波被害対策として、また地元を通じて議会で請願のあった当該事業を円滑に推進
できるよう実施設計業務を委託し、令和５年度実施の山陽小野田市防災システム整備工事につなげることができ
た。

事前防災のソフト事業において、何よりも大事なことが防災情報を確実に市民等に伝えることのできるシステムを
構築することである。そのため、当該システムは設置して終了というわけではなく、「逃げ遅れがゼロ」を目指し、よ
り確実に市民へ防災情報を伝達できるよう、伝達手段の多重化について検証・検討を進めていく必要がある。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

拡充

241,609千円

一般財源

9,600千円

80千円

100%

9千円

その他

100% 241,600千円

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

防災体制整備事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

8 防災情報伝達システム整備事業 １－（２）

事
業
概
要

　市には、市民に避難指示等の気象情報及び災害情報等を伝える責務があ
り、防災ラジオや防災メール等の様々な手段を活用し伝達を行なっている
が、情報の受け手、災害の種別、災害の段階、気象条件等によって、効果的
な伝達手段が異なる。災害時においては、市民へ様々な情報を確実に伝達
するために「一つの手段に頼らず、複数の災害情報伝達手段を組み合わせ
ること。」及び「一つ一つの災害情報伝達手段を強靭化すること。」が重要とな
る。このようなことから、防災情報伝達システムとして、沿岸部におけるＪアラー
ト屋外スピーカー設備、災害用デジタル無線機の更新を行うもの。

市民、自治会、自主防災組織

屋外放送設備の増設及び強靭化

情報伝達の多重化を図り、災害情報及び避難
情報をいち早く市民の皆さんへ伝え、早期の
避難行動に繋げる

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

支出内訳

241,609千円9,680千円

県支出金

国庫支出金

地方債

9,680千円

0.21人 1,204千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

実施設計

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 防災情報伝達システム導入・運用事業 活動

事業実施

実施設計

100.0%

3

3

2

6



山陽小野田市屋外拡声子局音達図
　　　（13.山陽小野田市民館追加）
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R4年度　事務事業評価シート

2 11 1

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

交流

重点プロジェクト

備品購入費

消耗品

4,568千円

33.3％

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 拡大

市民活動推進課 事務事業番号 211010101

事業区分

政策的

スマイルエイジング

90千円 委託料 3,089千円

1,100千円

208千円

50千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

普通旅費 352千円 消耗品費 13千円 負担金、補助及び交付金

講師謝礼 376千円 講師謝礼

14千円

小項目（基本事業）

市民生活・地域づくり・環境・防災 地域づくりの推進 持続可能な地域づくりの推進

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

＜地域の動き＞R5.1.27に市内11地区の3協議会代表者に対して地域運営組織形成に向けた説明会を開催。
R5.3月から市内11地区において、地域運営組織の形成及び検討会設置に向けた地区説明会の開催。
＜行政の動き＞地域運営組織形成の取組を全庁体制とするため、R4.11地域運営組織推進本部及び幹事会の
設置、開催。庁内関係課及び関係機関との地域課題解決に向けた取組状況の把握及び共有。

R5年度から各地域において地域運営組織形成に向けた話し合いが始まっている。市としては、各地区の取組に
対して財政支援・人的支援を行い、地域づくり政策アドバイザーの助言を受けながら、Ｒ６年度の全地区組織形
成を目指している。Ｒ６年度以降は、地域運営組織が円滑な運営・活動ができるよう、新たな交付金制度による財
政支援や人的支援等の伴走支援を行っていく。

目標達成度
成果

C

R6年度に向けた方向性

拡充

4,189千円

一般財源 669千円 59千円 4,189千円

その他

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

通信運搬費

地域運営組織推進事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

1 地域運営組織推進事業 １－（１）

事
業
概
要

人口減少や高齢化等により住民に最も身近な地域活動が難しくなっていると
いわれる中、地域の生活や暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中心と
なって形成され、地域の様々な関係主体が参加する協議組織が定めた地域
経営の指針に基づき、地域課題の解決に向けた取組を持続的に実践する組
織である「地域運営組織」の形成に向けた取組を行う。

R4年度は、地域づくりに関する専門家の派遣や研修会の開催、地域運営組
織推進本部の設置など、行政内部の推進体制を整備するとともに、各地区に
おいて説明会を実施した。

各地域のまちづくり団体、地域住民

人的・財政的支援、人材育成

住民が主体となった地域課題解決への取組を
推進

事業期間 R3 R9以降 予算種別 継続

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

支出内訳

4,189千円986千円 117千円

県支出金

国庫支出金 58千円

地方債

1/2 317千円 1/2

986千円 117千円

0.85人 4,451千円

総経費 千円 5,034千円

人工数 人件費 0.70人 4,048千円

3回 36回

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 研修会・ワークショップ・説明会等の開催回数 活動

36回

1回 12回

33.3％

11

4

3

2 地域運営組織の形成数 成果

10



地域運営組織推進事業

令和４年度における地域運営組織形成に係る取組実績

１ 地域での動き

(1) 地域づくりにおける今後の取組（地域運営組織形成）に係る説明会
日 時︓令和5年1月27日（⾦）14:00〜15:30
会 場︓市役所３階⼤会議室
参加者︓市内11地区の3協議会代表者 約40名
内 容︓市⻑あいさつ、地域運営組織形成に向けた今後の取組の説明、地域運営組織検討会

設置のお願い等

(2) 地域運営組織の形成及び地域運営組織検討会（仮称）の設置に向けた地区説明会
令和5年3月17日〜令和5年4月22日にかけて、市内１１地区において、地域運営組織形成に

向けた今後の取組や地域運営組織検討会設置の説明会を開催。のべ約360人参加

２ ⾏政の動き

(1) 山陽小野田市地域運営組織推進本部の設置・開催
市⻑を本部⻑、副市⻑を副本部⻑とし、教育⻑、病院・⽔道事業管理者、各部⻑級で組織する

推進本部を設置。（全3回開催）
・第1回 令和4年11月13日
・第2回 令和4年12月23日
・第3回 令和5年1月25日

(2) 山陽小野田市地域運営組織推進本部幹事会の設置・開催
推進本部の下部組織として、課⻑級で組織する幹事会を設置。（全2回開催）
・第1回 令和4年12月24日
・第2回 令和5年1月23日

(3) 地域運営組織に関する職員・地域交流センター⻑研修
推進本部委員、幹事会委員、市⺠活動推進課職員、地域交流センター⻑を対象とした、研修会を

開催（全３回開催）
講師︓ＮＰＯ法⼈市⺠プロデュース 理事⻑ 平田 隆之 氏

(4) 庁内関係課及び関係機関との地域課題解決に向けた取組状況の把握及び情報共有
地域運営組織の形成に向けて、庁内全ての部と、地域と⾏政が連携した取組の把握や情報共有を

目的とした調査・ヒアリングを⾏うとともに、関係機関と地域運営組織の取組についての情報交換や事業
の整理等の協議を⾏った。

11
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【歳出】 （単位：円）

当初予算額 補正予算額 予算現額 決算額 不用額

本山地域交流センター 7,872,000 150,000 8,022,000 7,321,863 700,137

赤崎地域交流センター 8,904,000 1,200,000 10,104,000 9,389,113 714,887

須恵地域交流センター 6,580,000 100,000 6,680,000 6,293,380 386,620

小野田地域交流センター 322,000 322,000 246,250 75,750

高泊地域交流センター 6,543,000 300,000 6,843,000 6,253,617 589,383

高千帆地域交流センター 6,973,000 500,000 7,473,000 6,487,789 985,211

高千帆地域交流センター分館 7,458,000 7,458,000 5,751,007 1,706,993

有帆地域交流センター 6,973,000 350,000 7,323,000 6,813,463 509,537

厚狭地域交流センター 443,000 443,000 355,528 87,472

出合地域交流センター 5,607,000 500,000 6,107,000 5,496,638 610,362

厚陽地域交流センター 5,119,000 500,000 5,619,000 5,377,800 241,200

埴生地域交流センター 8,225,000 8,225,000 7,625,532 599,468

地域交流センター一般管理費 5,800,000 1,000,000 6,800,000 6,780,249 19,751

一般管理費計 76,819,000 4,600,000 81,419,000 74,192,229 7,226,771

社会教育士育成事業費 418,000 418,000 148,720 269,280

地域交流センター整備費 36,268,000 11,638,000 47,906,000 40,279,552 7,626,448

歳出計 113,505,000 16,238,000 129,743,000 114,620,501 15,122,499

【歳入】 （単位：円）

当初予算額 補正予算額 予算現額 決算額 予算-決算

地域交流センター使用料 5,998,000 0 5,998,000 5,933,154 64,846

その他（行政財産使用料、

コピー料、電気料ほか）
1,493,000 0 1,493,000 1,453,174 39,826

歳入計 7,491,000 0 7,491,000 7,386,328 104,672

1,976,029 円

13,889,700 円

966,900 円

12,629,100 円

6,217,200 円

1,298,000 円

1,067,000 円

759,000 円

3,925,900 円

(2) 令和4年度地域交流センターの主な整備状況

地域交流センター水道減径修繕工事（7センター）

地域交流センター運営事業

(1) 令和4年度地域交流センター関係決算の状況

高千帆地域交流センターエアコン移設工事

高千帆地域交流センターエアコン購入

地域交流センター和式トイレ洋式化工事（5センター）【地域公益事業】

須恵地域交流センター受変電設備更新工事

須恵交流センター気中開閉器更新工事

旧埴生公民館駐車場整備工事

須恵地域交流センター駐車場整備工事

須恵地域交流センター交流室改修工事

13



R4年度　事務事業評価シート

5 30 1

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

6

3

2 屋上防水工事 活動

１期 ２期

100.0％

完了

老朽化調査等

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 改修工事に向けた業務委託等 活動

基本計画

次年度繰越

0.0％

0.92人 5,274千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

地方債

16,727千円

県支出金

国庫支出金

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

4

支出内訳

65,134千円16,727千円

事
業
概
要

平成6年の開館から２７年を経過したことから、今後も文化会館を安全快適に
継続して利用するための改修工事を視野に入れ、まずは館全体の現状を把
握し、それに従い中長期計画の策定を行う。その計画内容を基に、文化会館
を長寿命化するために必要な改修工事実施に向けて、準備を進める。
また、館内各所の雨漏り解消のため、屋上防水工事を先行して年次的に実
施する。
Ｒ４年度は、アスベスト調査、第1期屋上防水工事に加え、施設全体の老朽化
調査及び中長期整備計画業務を行った。

文化会館

館全体の現状把握・整備計画等、必要な手順
を踏みながら改修工事実施に向けて作業を進
める。

文化会館を安全快適に継続して利用するため

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

委託料(老朽化調査・

文化会館維持整備事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

3 文化会館改修工事事業 ３－（２）

65,134千円

一般財源

14,900千円

まちづくり魅力基金 34,100千円

1,827千円

90%

3,134千円

その他

90% 27,900千円

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項
老朽化調査及び中長期整備計画について、老朽化調査のとりまとめ作業に時間を要しており、それらを基に作
成する中長期整備計画の立案にさらに時間を要することから、R4年度予算34,100千円全額を次年度に繰り越し
た。

小ホール、大ホール舞台袖屋上部にあたる防水シートを更新した結果、当該箇所の雨漏りが解消された。

屋上防水シート更新については引き続き大ホール舞台の屋上部に当たる箇所の更新を行う。
老朽化調査及び中長期整備計画については、令和５年５月末を目途に業務完了を目指す。
不二輸送機ホールの運営の方向性を含め、更新計画を検討する。

目標達成度
成果

C

R6年度に向けた方向性

拡充

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

委託料（アスベスト調査） 95千円 委託料(老朽化調査・

防水工事請負費（１期）

整備計画）繰越明許 34,100千円

小項目（基本事業）

教育・文化・スポーツ 芸術文化によるまちづくりの推進 芸術文化を育む環境づくり

文化スポーツ推進課 文化会館 事務事業番号 230010403

事業区分

政策的

スマイルエイジング

整備計画）

16,632千円 防水工事請負費（２期） 31,034千円

重点プロジェクト

22,001千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

14



工事概要

件名 文化会館屋上防水1期改修工事

場所 山陽小野田市大字郡 1754番地 地内

工期 令和4年9月1日から令和4年12月2 1日まで

「 ― - - - - - - - - 7 
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1階屋根伏図
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C-5詳細図
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R4年度　事務事業評価シート

5 31 2

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

交流

重点プロジェクト

委託料

消耗品費

1,240千円

100.0%

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

文化スポーツ推進課 スポーツ振興係 事務事業番号 231020103

事業区分

政策的

スマイルエイジング

委託料（講演会事業）

396千円 合宿誘致事業補助金 1,000千円

500千円

500千円

294千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

普通旅費 2千円 委託料 500千円 委託料

報酬 76千円 合宿誘致事業補助金

消耗品費 100千円

小項目（基本事業）

教育・文化・スポーツ スポーツによるまちづくりの推進 スポーツ活動の推進

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

合宿については、令和4年６月に実施し、小学生との交流事業も行うことができた。また、選手が保育園や学校を
訪問する交流事業も２回実施し、パラサイクリングのまちとして情報発信を行うことができた。

合宿の支援については、引き続き山陽オートレース場との調整を図りながら実施する。市民との交流事業につい
ては、合宿時以外でも選手やスタッフが本市での交流事業を行うことでパラサイクリングのことを知ってもらう機会
としたい。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

拡充

1,600千円

一般財源 872千円

ふるさと支援基金 1,600千円その他 ふるさと支援基金

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

スポーツによるまちづくり推
進事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

3 パラサイクリングのまちＰＲ事業 ３－（２）

事
業
概
要

令和４年６月に締結した「山陽小野田市と一般社団法人日本パラサイクリング
連盟とのパラサイクリングによるまちづくりに関する包括連携協定」に基づき、
東京２０２０パラリンピック後においてもパラサイクリング日本代表チームの支
援を継続することで、パラサイクリングのまちとして情報発信を行う。また市民
との交流事業を実施し、パラサイクリング日本代表チームを支えるファンの拡
大を図る。

○合宿誘致事業　○交流事業

市民及びパラサイクリングや自転車に興味の
ある人

合宿の誘致、交流事業の開催

パラサイクリング及び日本代表チームのファン
の拡大、スポーツ振興、地域の活性化

事業期間 R2 R9以降 予算種別 継続

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

支出内訳

1,600千円872千円 896千円

県支出金

国庫支出金

896千円

地方債

872千円 896千円

0.06人 344千円

総経費 千円 2,607千円

人工数 人件費 0.30人 1,735千円

1回 1回 1回

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 合宿の支援 活動

1回

1回 1回 1回

100.0% 100.0%

1回 1回 1回 2回

100.0% 100.0% 300.0%

1回 1回 3回

7

3

2 交流事業の開催 活動
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3/3 2/3 1/3

282,000 188,000 94,000 

267,900 178,600 89,300 

3/3 2/3 1/3

25 14 13 52 

7,050,000 2,632,000 1,222,000 10,904,000 

3/3 2/3 1/3

101 61 33 195 

27,057,900 10,894,600 2,946,900 40,899,400 

101 61 33 195 

27,057,900 10,894,600 2,946,900 40,899,400 

81,799,000 

92,703,000 

3/3 2/3 1/3

22 18 6 46 

6,204,000 3,384,000 564,000 10,152,000 

752,000 

3/3 2/3 1/3

89 64 27 180 

23,843,100 11,430,400 2,411,100 37,684,600 

95 47 30 172 

25,450,500 8,394,200 2,679,000 36,523,700 

74,208,300 

7,590,700 

84,360,300 

8,342,700 

12.4%

11.9%

13.7%

13.3%

13.3%

15.3%
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1,620,304,000

1,620,304,000

2,445,155,000

1,317,605,520

993,288,600

134,260,861
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グラウンド　真砂土舗装 
9,516.0㎡

　工期：着手　令和４年　４月１９日 
完成　令和４年１１月３０日

防球ネット H＝14.0ｍ

Ｕ型側溝

舗装止縁石

出入口

山口東京理科大学　グラウンド整備事業
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28

21550
テキストボックス
一般車　342台身障者用　6台

21550
テキストボックス
ハードコート

21550
テキストボックス
砂入り人工芝コート

21550
テキストボックス
南出入口（車両・歩行者用）

21550
テキストボックス
中央出入口（車両・歩行者用）

21550
テキストボックス
北出入口（歩行者用）

21550
テキストボックス
駐車場・テニスコート整備事業

21550
長方形

21550
長方形

21550
長方形

21550
長方形

21550
テキストボックス
東側出入口（歩行者用）

21550
線

21550
テキストボックス
防球ネット H＝12.0ｍ

21550
線

21550
線

21550
線

21550
線

21550
線

21550
テキストボックス
工期：着手　令和４年　７月　９日　　　完成　令和７年　３月３１日



R4年度　事務事業評価シート

5 26 2

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

デジタル化

GIGAｽｸｰﾙｻﾎﾟｰﾀｰ委託料 2,448千円 電算委託料

通信運搬費 4,972千円 システム保守委託料

消耗品費 760千円

71,470千円

100.0％

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

学校教育課 学務係 事務事業番号 226021209

事業区分

政策的

23,701千円

スマイルエイジング

システム保守委託料 438千円 修繕料 1,000千円

23,902千円 通信運搬費 20,871千円

657千円

1,484千円

263千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

機械器具費 348,555千円 人材派遣委託料 6,765千円 手数料 113千円 システム保守委託料

工事委託料 119,014千円 通信運搬費 23,125千円 通信運搬費

15,067千円 人材派遣委託料 14,935千円

小項目（基本事業）

教育・文化・スポーツ 学校教育の推進 教育環境の向上

修繕料

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項
令和３年度からの繰越明許額
【歳入・歳出：繰越明許費　1,485千円】

Ｗｉ－Ｆｉ環境のない家庭にモバイルルーターを貸し付けることで、新型コロナウイルス感染症拡大防止による出席
停止の児童生徒に対しても、オンラインでつながり、学びを保障することができた。
また、フィルタリングソフトを強化することで、有害サイトや有害情報へのアクセスを防ぐこと等が可能となり、有害
サイトや有害情報へのアクセスやチャットを使った子ども同士のトラブルを未然に防止する教育環境を整備した。

端末の活用が日常化することで、破損等への対応増加が見込まれる。また、ICT支援員の継続的な配置や、１人
１台端末の活用拡充、生成AIの学校現場の利用に向けた対応と進め方等の検討が必要である。文科省では、今
後１人１台端末を用いる試験の導入等に向けて、大容量の通信の発生が想定されることから、各自治体に通信
ネットワークの円滑な運用確保に係る対応の実施を推奨しているため、その影響を踏まえた対応が必要となる。

目標達成度
成果

B

R6年度に向けた方向性

拡充

42,083千円

一般財源 82,774千円 28,417千円 10,161千円 39,300千円

その他

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

工事委託料 1,485千円

人材派遣委託料

162千円

学校ICT環境整備事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

9 GIGAスクール推進事業 ２－（２）

事
業
概
要

児童生徒に１人１台ずつ整備したタブレット端末を活用して、効果的な授業
ができるようＩＣＴ支援員を配置し、学校からの質問や機器の故障に対応可能
な環境を整えます。また、学校及びＷｉ－Ｆｉ環境のない家庭のインターネット
にかかる通信料を負担する。
あわせて、タブ レット端末のフィルタリングソフトを強化することで、有害サイト
へのアクセスが制限されるとともに、情報モラル教育を推進し、安心した教育
環境整備を図る。

小・中学校

ICT支援員の配置、運営支援体制の整備、
フィルタリングソフトを設定等

学校が端末を活用した授業ができる環境を整
える。

事業期間 R1以前 R9以降 予算種別 継続

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

12

機械器具費 2,751千円

支出内訳

42,083千円

機械器具費 4,620千円

ｿﾌﾄｳｪｱﾗｲｾﾝｽ料

475,749千円 31,799千円 67,457千円

2,783千円

県支出金

国庫支出金 1/2,10/10 57,296千円 1/2

地方債 100% 63,200千円

329,775千円 1/2 3,382千円 1/2,1/3,10/10

475,749千円 31,799千円 67,457千円

0.70人 4,013千円

総経費 478,930千円 34,980千円

人工数 人件費 0.55人 3,181千円 0.55人 3,181千円

1名 2名 2名

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 ICT支援員配置人数 活動

2名

1名 2名 2名

100.0％ 100.0％

50％ 70％

72.8％

36.4％

11

3

2
週３回以上クラウドを利用した家庭学習を行う児
童生徒の割合
（アンケートは3学期に実施）

成果
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R4年度　事務事業評価シート

5 26 2

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

12

3
中学生１人当たりの年間貸出冊数
（目標値の基準：月１冊×10か月）

成果

63.0%

10冊10冊

6.3冊

2
小学生１人当たりの年間貸出冊数
（目標値の基準：週１冊以上×50週）

成果

52冊 54冊

86.5％

45冊

18校

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1
学校図書館システム設置校
（松原分校含む）

活動

18校

18校

100.0％

0.20人 1,147千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

地方債

1/2

2,520千円

県支出金

国庫支出金 1,260千円

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

12

システム改修

支出内訳

5,250千円

委託料

2,520千円

事
業
概
要

学校図書システムの老地化に伴い、機器の更新を行います。併せて、図書
館の図書システムの統合を進めることで、学校にない本を図書館や他校から
借りることを可能とするなど、学校図書館機能を充実・拡大させ、児童生徒の
豊かな読書環境づくりを推進します。

小・中学校図書館

図書システムの機器の更新

図書システムの安定運用

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

ネットワーク回収

学校ICT環境整備事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

10 学校図書システム更新事業

5,250千円

一般財源 1,260千円 5,250千円

その他

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

学校図書館システムの更新により、学校図書館と公立図書館のシステムを統合し、「学校・図書館をオンラインで結ぶ”どこでも
学校図書館”」を機能させるための読書環境が整備された。貸出カードを一元化することで、電子図書館の資料も１人１台端末
からの貸出が可能となった。また、オンラインで予約した書籍の、学校と公立図書館の配送・回収システムを整備した。

今後は、学校図書館と公立図書館で連携した選書を行い、ニーズに応じた図書を幅広く蔵書する等、有効的な情報の共有・
活用を進めていく。また、学校司書と図書館司書との合同研修会を実施することで、相互に情報を提供しあい、よりよい連携を
さぐっていく。本システムをより有効に活用するためには、システムの利用に慣れていく必要がある。そのためICT担当者も含
め、学校現場での課題を取り上げ改善に取り組み、読書活動の推進を図る。

目標達成度
成果

B

R6年度に向けた方向性

拡充

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

システム利用料 826千円 システム利用料

機械器具借上料

小項目（基本事業）

教育・文化・スポーツ 学校教育の推進 教育環境の向上

学校教育課 学務係 事務事業番号 226021210

事業区分

行政内部
管理

286千円

スマイルエイジング

委託料 484千円

924千円 機械器具借上料 2,772千円

2,478千円

重点プロジェクト

デジタル化

3,667千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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R4年度　事務事業評価シート

5 26 2

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

手数料 619千円 設計意図伝達業務委託

家屋調査委託料 2,530千円 工事請負費（電気設備工事）

工事請負費 219千円

440,769千円

-

財
源
内
訳
/
割
合

完了年度 R5

教育総務課 学校施設係 事務事業番号 226020513

事業区分

政策的

2,806千円

スマイルエイジング

設計意図伝達業務委託 3,900千円

380,900千円

1,600千円

17,100千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

地質調査業務委託料 9,603千円 ・機械設備工事等） 253,669千円 工事請負費（電気設備工事） 31,748千円

実施設計業務委託料 12,705千円 工事請負費（建築主体 工事請負費費（建築主体等）

5,685千円 家屋調査委託料（事後） 3,988千円

小項目（基本事業）

教育・文化・スポーツ 学校教育の推進 教育環境の向上

補償金

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

令和４年まで少人数教室、図工室、特別支援教室を普通教室に転用し教室不足に対応してきた。令和４年度末
に新校舎が完成したことにより教室不足が解消し、児童が安心して学校生活を送ることができ、良好な教育環境
を確保することができた。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

完了

3,988千円

一般財源 11,276千円 44,437千円

233,800千円

81,341千円

90%,75%,80% 169,900千円 90%,75%,80%

3,988千円

その他 水道料金 316千円 水道料金

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

その他（水道加入金等） 1,460千円

工事請負費（その他）

249千円

学校施設整備事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

13 高千帆小学校校舎整備事業 ２－（２）

事
業
概
要

高千帆小学校の校舎は平成１６年に現在の管理棟が完成し、令和元年度は
普通教室１９教室と特別支援学級５教室で運営を行っている。高千帆小学校
の児童数は令和７年にかけて現在の６１７人から６９８人への増加が見込まれ
ており、このままでは令和５年度からの学級数に対応できず学校運営が出来
なくなるため新校舎を建設する。

高千帆小学校の施設

高千帆小学校の校舎を建設する

良好な教育環境を維持する

事業期間 R1以前 R5 予算種別 継続

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

5

工事監理業務委託 8,250千円

支出内訳

3,988千円

消耗品費 87千円 備品購入費

25,676千円 272,705千円 434,749千円

県支出金 1/6 3,820千円 1/6 5,732千円

国庫支出金 113,821千円

55千円

地方債 75%,80% 14,400千円

1/2,2/3 54,232千円 1/2,2/3

25,676千円 272,705千円 434,749千円

1.05人 6,020千円

総経費 30,199千円 279,067千円

人工数 人件費 0.78人 4,523千円 1.10人 6,362千円

設計 工事 工事

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 高千帆小学校校舎建設 活動 完了 工事中 完了

100.0％ 100.0％

調査

13

3

2 事後家屋調査
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【資料1】
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工事名：高千帆小学校普通教室棟整備事業（建築主体・機械設備工事）

工事場所：山陽小野田市くし山一丁目2 5番1号 地内

工 期：令和5年2月2 2日まで

概 要 ：普通教室棟新築 RC造 2階 建築面積 874. 53nf 延べ床面積 1536. 17rrf 

1階 小学校部分：普通教室2室、 特別支援教室2室、 倉庫

児童クラブ部分：児童クラブ室2室、 事務室、 静養室、 倉庫

2階 小学校部分：普通教室5室、 倉庫
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R4年度　事務事業評価シート

5 27 1

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

14

3

2

10日

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 プラネタリウム投映会 活動 10日

100.0％

0.30人 1,720千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

737千円

地方債

737千円

県支出金

国庫支出金

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

6

支出内訳

737千円

事
業
概
要

　青年の家天文館のプラネタリウム（ミノルタMS-10）は、昭和４１年に山陽
パークに設置された。建物自体は築５６年が経過し老朽化が著しく、解体の
方向性が示されている。またプラネタリウム本体も光源の白熱電球が製造中
止の為入手できず、現在の電球が切れると投映できなくなる。
　糸根公園のリニューアル計画を見据え、令和４年度末でプラネタリウム事業
を終了し天文館を閉館する。そのため、一般向けに最後の鑑賞機会としてプ
ラネタリウム投映会を実施した。また、プラネタリウム投映の様子を映像で記録
し、天文館閉館後の記録資料として活用する。

市民

広報紙、ＨＰ及びＦＢに掲載　投映を映像化し
て閉館後に活用する

国産最古プラネタリウムの周知

事業期間 R4 R4 予算種別 新規 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

映像編集業務委託料

青年の家施設運営事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

4 プラネタリウム投映事業

一般財源

その他 ふるさと支援基金

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項 プラネタリウムは製造元であるコニカミノルタプラネタリウム株式会社へ譲渡した。

1日に2回投映会を実施し、延べ848人の参加があった。参加者の中には県外から訪れる方も多く、また地元の方
にとっては懐かしさもあるプラネタリウムを、閉館前に鑑賞できる良い機会となった。

事業完了。投映の様子を記録した映像について活用を図る。

目標達成度
成果

B

R6年度に向けた方向性

完了

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

印刷製本費 99千円

講師謝礼

528千円

小項目（基本事業）

教育・文化・スポーツ 社会教育の推進 社会教育活動の推進

社会教育課 青年の家 事務事業番号 227010604

事業区分

政策的

スマイルエイジング

110千円

重点プロジェクト

2,457千円

財
源
内
訳
/
割
合

完了年度 R4
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R4年度　事務事業評価シート

6 32 5

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

15

3

2

1

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 ＰＯＳレジシステムの設置数 成果

1

1

100.0%

0.30人 1,720千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

地方債

1/2

2,829千円

県支出金

国庫支出金 1,414千円

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

4

支出内訳

271千円2,829千円

事
業
概
要

キャッシュレス決済対応のＰＯＳレジシステムを導入することにより、クレジット
カードや電子マネー等による現金以外での支払方法が可能となり、市民の利
便性向上及び職員の手数料収納業務の効率化並びに、市が掲げるＩＣＴ技
術の利活用による市のデジタル化の推進を図ることが出来る。
また、現金の取り扱いが減少することで、接触機会の減少が可能となり、新型
コロナウイルス等の感染症拡大の予防となる。

市民及び職員

キャッシュレス決済対応ＰＯＳレジシステムの導
入

電子マネー等での支払いが可能となることで
の市民の利便性の向上、職員の手数料収納
業務の効率化

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

機器保守管理委託料

スマート自治体推進事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

3 キャッシュレス決済導入事業

271千円

一般財源 1,415千円 271千円

その他

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

令和４年１０月にPOSレジシステムを導入した。現金以外の決済方法を選択することができるようになり、来庁者の
利便性向上に繋がり、また職員も窓口で現金を扱うことがなくなったことにより、事務の効率化が図れた。

継続して利用する。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

通信運搬費 29千円 通信運搬費

手数料

77千円 機器保守管理委託料 159千円

小項目（基本事業）

行財政運営・市民参画・市政情報の発信 効率的で効果的な行政運営 デジタルを活用した行政サービスの向上及び行政運営の効率化

市民課 住民係 事務事業番号 232050403

事業区分

政策的

スマイルエイジング

機械器具費 2,694千円

29千円 手数料 64千円

48千円

重点プロジェクト

デジタル化

4,549千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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決済別集計表

令和4年10月1日 から 令和5年3月31日 まで

件数 金額 件数割合 金額割合

現金 15,232 6,108,330 91.01% 91.89%

キャッシュレス決済 1,504 539,130 8.99% 8.11%

クレジット 363 159,500 2.17% 2.40%

Edy 100 37,750 0.60% 0.57%

交通系IC 31 9,050 0.19% 0.14%

WAON 46 12,350 0.27% 0.19%

nanaco 14 4,620 0.08% 0.07%

QUICPay 32 10,450 0.19% 0.16%

ｽﾏ-ﾄﾌｫﾝ決済 918 305,410 5.49% 4.59%

PayPay 498 161,310 2.98% 2.43%

楽天ペイ 58 16,000 0.35% 0.24%

au PAY 183 60,500 1.09% 0.91%

d払い 179 67,600 1.07% 1.02%

16,736 6,647,460 100.00% 100.00%

期間

決済種別

合計

（

再
掲
）
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R4年度　事務事業評価シート

6 32 5

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

デジタル化

システム保守委託料 37千円 電算ソフトウェア保守委託料

通信運搬費 405千円 通信運搬費

電算保守委託料 44千円

14,096千円

64.7%

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

市民課 住民係 事務事業番号 232050901

事業区分

義務的

396千円

スマイルエイジング

電算機保守委託料 145千円 使用料及び賃借料 621千円

377千円 需用費 679千円

1,549千円

66千円

642千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

印刷製本費 215千円 印刷製本費 113千円 印刷製本費 202千円 役務費

消耗品費 203千円 消耗品費 158千円 消耗品費

711千円 委託料 146千円

小項目（基本事業）

行財政運営・市民参画・市政情報の発信 効率的で効果的な行政運営 デジタルを活用した行政サービスの向上及び行政運営の効率化

電算機保守委託料

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

マイナンバーカードの交付について、毎週水曜日の夜間窓口、月２回の臨時交付休日窓口を開設し、交付率の
向上に繋がった。またマイナンバーカードの普及に伴い、関係事務の取扱件数が増えたが、交付管理システムを
活用し滞りなく業務を遂行することができた。

マイナンバーカードの普及に伴い、事務量が増加し続けることが予想されることから、今後も交付管理システムを
利用して効率的な事務運用を行っていく。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

2,995千円

一般財源 56千円 96千円

その他

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

庁用器具費 1,312千円 システム改修委託料・他（追加分） 1,809千円

通信運搬費

80千円

社会保障・税番号制度対応
事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

1 マイナンバーカード等交付関連事務事業

事
業
概
要

　番号法の施行により、平成２７年１０月から国民にマイナンバーが付番・通知
され、平成２８年１月から申請者にマイナンバーカードを交付している。交付
後は、住所や氏名等の記載事項に変更が生じた場合の券面記載事項の書
き換え等の手続や、電子証明書更新、暗証番号の変更、マイナンバーカード
の有効期限満了に伴う切替等の手続きを随時行う。

マイナンバーカードを保有する全住民

システムのバージョンアップや交付窓口体制
等の充実

マイナンバーカードの円滑な交付等

事業期間 R2 R9以降 予算種別 継続

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

9

機械器具借上料 224千円

支出内訳

2,995千円

機械器具借上料 542千円 機械器具借上料 1,109千円 システム利用料

2,758千円 3,977千円 2,055千円

2,995千円

県支出金

国庫支出金 10/10 2,055千円 10/10

地方債

2,702千円 10/10 3,881千円 10/10

2,758千円 3,977千円 2,055千円

3.70人 12,041千円

総経費 7,399千円 18,627千円

人工数 人件費 1.50人 4,641千円 4.91人 14,650千円

47.6% 70.8% 100.0%

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 個人番号カード交付率 成果

100.0%

29.5% 45.8% 72.0%

62.0% 72.0%

設定しない 設定しない 設定しない -

- - -

126件 1,244件 1,805件

16

3

2 マイナンバーカードの記載事項変更件数 活動
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R4年度　事務事業評価シート

6 32 5

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

デジタル化

電算機保守委託料 21千円 電算機保守委託料

通信運搬費 333千円 通信運搬費

機械器具借上料 14千円

19,583千円

64.7%

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

市民窓口課 市民サービス係 事務事業番号 232052001

事業区分

義務的

スマイルエイジング

電算機保守委託料 101千円 電算機保守委託料 101千円

79千円 消耗品費 116千円

212千円

101千円

444千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

印刷製本費 132千円 印刷製本費 66千円 印刷製本費 86千円 印刷製本費

消耗品費 75千円 消耗品費 120千円 消耗品費

529千円 通信運搬費 1,085千円

小項目（基本事業）

行財政運営・市民参画・市政情報の発信 効率的で効果的な行政運営 デジタルを活用した行政サービスの向上及び行政運営の効率化

機械器具借上料

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

マイナンバーカードの交付率が全国平均の６７．０％を上回り７２．０％となり２６．２％増加した。臨時交付休日窓
口の開設やタブレットによる申請支援等を行い、交付率向上に繋げた。

マイナンバーカード交付率は、前年度より増加し全国平均を上回ったが目標には達していない。今後もマイナンバーカードを
受け取りに来ていない人について督促状等の発送やタブレットによるマイナンバーカード申請手続きの支援を継続し、カードの
取得推進を図る。
また、マイナンバーカード保有者が増加し関連業務の増加が見込まれるので、効率的な事務を行っていく必要がある 。

目標達成度
成果

B

R6年度に向けた方向性

現状維持

1,587千円

一般財源 22千円 36千円

その他

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

通信運搬費

515千円

社会保障・税番号制度対応
事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

1 マイナンバーカード等交付関連事務事業

事
業
概
要

　番号法の施行により、平成２７年１０月から国民にマイナンバーが付番・通知され、平
成２８年１月から申請者にマイナンバーカードを交付している。交付後は、住所や氏名
等の記載事項に変更が生じた場合の券面記載事項の書き換え等の手続や、電子証
明書更新、暗証番号の変更、マイナンバーカードの有効期限満了に伴う切替等の手
続が必要となる。
　政府は、「経済財政運営と改革の基本方針2019」において、安全・安心で利便性の
高いデジタル社会をできる限り早期に実現する観点から、令和４年度中にほとんどの
住民がマイナンバーカードを保有することを想定している。
　市民窓口課では、職員が市民のマイナンバーカード申請手続きを支援することで、
カードの取得推進を図る。

市民

マイナンバーカード申請支援・交付窓口体制
等の充実

マイナンバーカードの普及・促進・円滑な交付
等

事業期間 R1以前 R9以降 予算種別 継続

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

20

機械器具借上料 73千円

支出内訳

1,587千円

機械器具借上料 73千円

備品購入費 1,210千円 庁用器具費 33千円

1,785千円 1,279千円 868千円

1,587千円

県支出金

国庫支出金 10/10 868千円 10/10

地方債

1,763千円 10/10 1,243千円 10/10

1,785千円 1,279千円 868千円

4.71人 18,715千円

総経費 4,564千円 17,376千円

人工数 人件費 0.90人 2,779千円 3.55人 16,097千円

47.6% 70.8% 100.0%

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 個人番号カード交付率 成果

100.0%

29.5% 45.8% 72.0%

62.0% 72.0%

16

3

2
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R4年度　事務事業評価シート

6 32 5

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

16

3

2 マイナンバーカードの申請件数 活動

設定しない 設定しない

-

6,685件

設定しない 設定しない 設定しない

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 マイナンバーカードの記載事項変更件数 活動

設定しない

126件 1,244件 1,805件

- -

1.40人 5,069千円

総経費 千円 1,438千円

人工数 人件費 0.05人 221千円

地方債

10/10 1,195千円 10/10

1,217千円 951千円

772千円

県支出金

国庫支出金 725千円 10/10

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

14

支出内訳

1,018千円1,217千円 951千円

事
業
概
要

マイナンバーカードを保有した方の住所の異動や、マイナンバーカードの申
請、電子証明書の更新等の手続きの一部を南支所でも可能とするためにR3
年度に導入したシステムを運用する。

市民

統合端末等の運用

マイナンバーカード保有者の利便性の向上と
取得者数の増加

事業期間 R3 R9以降 予算種別 継続 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

電算機保守委託料

1,122千円

支所等運営事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

2 マイナンバーカード等交付関連事務事業

1,018千円

一般財源 22千円 226千円 246千円

その他

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

マイナンバーカード事務の取扱いを令和4年3月から南支所でも開始し、住所異動等に伴う記載事項変更や電子
証明書の更新等の手続きを住所地近くで完了させることができることとなり、市民の利便性向上に繋がっている。

マイナンバーカード保有者が増加したことから関連する手続きでの来所者も増加しており、また、理科大生の転
入によるカードの継続利用の手続き等が年度当初に集中するため、正確かつ迅速な対応が求めれれている。引
き続き、本庁等と密に連携を図りながら円滑に事務を遂行していく。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

通信運搬費 6千円 通信運搬費 62千円 通信運搬費

消耗品等 5千円 消耗品費

79千円 電算機保守委託料 80千円

小項目（基本事業）

行財政運営・市民参画・市政情報の発信 効率的で効果的な行政運営 デジタルを活用した行政サービスの向上及び行政運営の効率化

庁用器具費

南支所 事務事業番号 232051402

事業区分

義務的

スマイルエイジング

機械器具借上料 790千円 機械器具借上料 845千円

20千円 消耗品費 43千円

50千円

71千円

13千円

重点プロジェクト

デジタル化

機械器具借上料

電算機保守委託料

6,020千円

-

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

デジタル化

機械器具借上料

電算機保守委託料

3,266千円

-

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

埴生支所 事務事業番号 232051602

事業区分

義務的

スマイルエイジング

機械器具借上料 790千円 機械器具借上料 943千円

9千円 消耗品費 43千円

60千円

79千円

14千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

通信運搬費 6千円 通信運搬費 55千円 通信運搬費

消耗品費 6千円 消耗品費

79千円 電算機保守委託料 80千円

小項目（基本事業）

行財政運営・市民参画・市政情報の発信 効率的で効果的な行政運営 デジタルを活用した行政サービスの向上及び行政運営の効率化

庁用器具費

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

マイナンバーカード事務の取扱いを令和４年３月から埴生支所でも開始し、住所異動等に伴う記載事項変更や
電子証明書の更新等の手続きを住所地近くで完了させることができることとなり、市民の利便性向上に繋がって
いる。

マイナンバーカード保有者が増加したことから関連する手続きでの来所者も増加しており、正確かつ迅速な対応
が求められている。引き続き、本庁等と密に連携を図りながら円滑に事務を遂行していく。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

1,126千円

一般財源 21千円 226千円 246千円

その他

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

電算機保守委託料

1,122千円

支所等運営事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

2 マイナンバーカード等交付関連事務事業

事
業
概
要

マイナンバーカードを保有した方の住所の異動や、マイナンバーカードの申
請、電子証明書の更新等の手続きの一部を埴生支所でも可能とするために
R3年度に導入したシステムを運用する。

市民

統合端末等の運用

マイナンバーカード保有者の利便性の向上と
取得者数の増加

事業期間 R3 R9以降 予算種別 継続

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

16

支出内訳

1,126千円1,227千円 933千円

880千円

県支出金

国庫支出金 707千円 10/10

地方債

10/10 1,206千円 10/10

1,227千円 933千円

0.60人 2,333千円

総経費 千円 1,460千円

人工数 人件費 0.06人 233千円

設定しない 設定しない 設定しない

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 マイナンバーカードの記載事項変更件数 活動

設定しない

126件 1,244件 1,805件

- -

設定しない 設定しない

-

6,685件

16

3

2 マイナンバーカードの申請件数 活動
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R4年度　事務事業評価シート

2 10 4

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

17

3 空き家家財撤去補助件数 活動

60.0％

5件5件

3件

2 空き家改修補助件数 活動

2件 2件 2件

50.0％ 50.0％

1件 1件

5件 5件 10件

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 老朽危険空家等除却促進事業補助件数 活動

10件

4件 6件 8件

80.0% 80.0%

0.35人 1,679千円

総経費 2,693千円 5,363千円

人工数 人件費 0.15人 870千円 0.35人 1,863千円

地方債

729千円 交付対象額の1/2 1,000千円 交付対象額の1/2

1,823千円 3,500千円 4,376千円

2,000千円

県支出金

国庫支出金 交付対象額の1/2 1,353千円 交付対象額の1/2

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

2

・空き家家財道

支出内訳

7,000千円

・空き家家財道

具等処分費補助

1,823千円 3,500千円 4,376千円

事
業
概
要

今後、空家等の数の増加が見込まれ、それがもたらす問題が一層深刻化す
ることが懸念されることから、引き続き空家等の発生の抑制、利活用、除却等
の取組を強力に推進する必要がある。空家等の所有者等が自らの意思で財
産を守り、その価値を維持していくという強い意識を持つことが大切であること
から、所有者等の負担軽減を図るための各種補助金を交付することにより空
家等対策を進める。

空家等所有者等及び周辺住民

空家等の適正管理に係る各種補助金の交付

空家等の所有者等による適正管理及び利活
用の推進

事業期間 R1以前 R9以降 予算種別 継続 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

等除却促進事業

空家等利活用事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

2 空家等の適正管理の補助事業

7,000千円

一般財源 1,094千円 2,500千円 3,023千円 5,000千円

その他

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

申請者に対し、補助金を交付することにより老朽危険空家等の減少に寄与することができた。

より多くの市民に制度を知ってもらうため、現在の周知方法に加え、市公式ＳＮＳの活用や、空き家ガイドブックの
作成等を実施し、更なる周知に努める。

目標達成度
成果

B

R6年度に向けた方向性

拡充

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

・老朽危険空家 ・老朽危険空家 ・老朽危険空家 ・老朽危険空家

補助金 補助金 補助金

3,762千円 等除却促進事業 5,000千円

小項目（基本事業）

市民生活・地域づくり・環境・防災 防犯・交通安全・空家等・消費者保護対策の推進 空家等対策の推進

生活安全課 空き家対策室 事務事業番号 210040202

事業区分

政策的

160千円 具等処分費補助 500千円

スマイルエイジング

・空き家改修補助 454千円 ・空き家改修補助 1,500千円

補助金

1,000千円

2,500千円

重点プロジェクト

・空き家改修補助

等除却促進事業 1,823千円 等除却促進事業

6,055千円

120.0%

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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令和４年度空家等の適正管理の補助事業実績 

１ 老朽危険空家等除却促進事業補助金交付事業実績 

〇申請件数  12件（うち交付決定件数 8件） 

〇交付決定額 3,762,000円（当初予算額 5,000,000円） 

  〇内訳 

No. 

老朽危険

空 家 等 

所在校区 

申請日 
不良度 

判定※ 
対象面積 対象事業費 

補助金 

交付額 

① 
有帆小 

学校区 
R4.5.25 105点 

居住の用に供されていたものでないこと及び周

囲に対する危険度判定の結果に基づき不交付 

② 
本山小 

学校区 
R4.5.26 75点 

不良度判定及び周囲に対する危険度判定の結果

に基づき不交付 

③ 
高泊小 

学校区 
R4.6.29 105点 110.00㎡ 2,137,143円 500,000円 

④ 
小野田小 

学校区 
R4.6.28 120点 46.41㎡ 787,600円 262,000円 

⑤ 
小野田小 

学校区 
R4.7.17 95点 不良度判定の結果に基づき不交付 

⑥ 
本山小 

学校区 
R4.7.26 120点 194.70㎡ 2,825,900円 500,000円 

⑦ 
小野田小 

学校区 
R4.8.19 140点 131.11㎡ 1,520,200円 500,000円 

⑧ 
高泊小 

学校区 
R4.11.15 130点 219.40㎡ 2,831,684円 500,000円 

⑨ 
埴生小 

学校区 
R4.12.8 110点 141.90㎡ 2,249,937円 500,000円 

⑩ 
厚陽小 

学校区 
R4.12.26 75点 不良度判定の結果に基づき不交付 

⑪ 
厚狭小 

学校区 
R5.1.5 120点 96.83㎡ 1,620,000円 500,000円 

⑫ 
赤崎小 

学校区 
R5.1.17 145点 56.10㎡ 1,595,000円 500,000円 

計 3,762,000円 

※不良度判定･････１００点以上該当
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２ 空き家利活用改修補助金交付事業実績 

〇申請件数  1件（うち交付決定件数 1件） 

〇交付決定額 454,000円（当初予算額 1,500,000円） 

〇内訳 

No. 

対  象

空 き 家 

所在校区 

申請日 

空き家 

バンク 

物 件 

購入日 

改修内容 対象事業費 
補助金 

交付額 

① 
高千帆 

小学校区 
R4.11.21 R4.8.9 

システムキッチ

ン・サッシの改

修

909,000円 454,000円 

計 454,000円 

３ 空き家家財道具等処分費補助金交付事業実績 

〇申請件数  3件（うち交付決定件数 3件） 

〇交付決定額 160,000円（当初予算額 500,000円） 

〇内訳 

No. 

対  象

空 き 家 

所在校区 

申請日 
空き家バンク

登録日 

対 象 

事業費 

補助金 

交付額 
備考 

① 
埴生小 

学校区 
R4.8.16 R4.5.17 100,000円 50,000円 

② 
埴生小 

学校区 
R4.9.7 R4.7.13 120,000円 60,000円 

③ 
出合小 

学校区 
R4.12.30 R3.7.15 100,000円 50,000円 成約済 

計 160,000円 

４ 制度の周知、案内等 

・固定資産税の納税通知書にチラシを同封（26,566件）

・市広報及び市ホームページに掲載

・パンフレット等作成・配布

宅建協会、不動産協会、解体業者等へパンフレットを送付し案内

・市役所、総合事務所、各支所、各出張所等へパンフレット及び手続書類を設置
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R4年度　事務事業評価シート

1 1 2

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

18

3

2

800人

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 アプリ登録者数 活動

1,000人

429人

53.6％

0.10人 573千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

地方債

2/3

605千円

440千円

県支出金 1/6 129千円 1/6 110千円

国庫支出金 514千円 2/3

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

支出内訳

660千円605千円

事
業
概
要

妊娠期から子育て期まで切れ目なくサポートすることができる子育て支援ア
プリを導入する。

子育て世代

子育て支援アプリを導入

子育て支援情報の発信による子育て支援の充
実

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

子育て世代応援事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

5 子育て支援アプリ導入事業 ２－（１）

660千円

一般財源 -38千円 110千円

その他

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

令和４年７月からサービスを開始した。このアプリには、妊産婦と子どもの健康データの記録・管理や予防接種の
スケジュール管理、出産・育児に関するアドバイスの提供、離れた地域に住む祖父母など家族との共有機能や、
市が配信する地域の情報をお知らせするなど、育児や仕事に忙しい母親や父親を助けてくれる便利な機能が搭
載されており、子育て支援の充実に寄与するものである。

目標の登録数に向けて、引き続きチラシ配布、ポスター掲示等をし、アプリの周知を図る。

目標達成度
成果

C

R6年度に向けた方向性

現状維持

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

システム利用料

小項目（基本事業）

子育て・福祉・医療・健康 子育て支援の充実 子育ての不安と負担の軽減

子育て支援課 事務事業番号 201020105

事業区分

政策的

スマイルエイジング

605千円 システム利用料 660千円

重点プロジェクト

デジタル化

1,178千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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R4年度　事務事業評価シート

1 1 2

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

19

3

2

350人

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 出産祝金の対象者数 活動

350人

316人

90.3％

0.20人 492千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

地方債

10/10

15,827千円

県支出金

国庫支出金 15,477千円

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

支出内訳

15,827千円

事
業
概
要

次代を担う子どもの健全育成を図ること及び子育て世代の定住を目的とし
て、新生児の保護者に対して祝金を給付する。

新生児の保護者

対象者に定額の祝金を給付

給付金による子育て支援

事業期間 R4 R4 予算種別 新規 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

印刷製本費

子育て世代応援事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

7 出産祝金給付事業 ２－（１）

一般財源 350千円

その他

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項 令和５年度からは、国庫補助を活用した「子育て応援ギフト事業」を展開。

次代を担う子どもの健全育成を図るとともに、子育て世代から選ばれ住み続けてもらえる子育て支援施策のひと
つとなった。当初、出産祝金を市独自の事業として実施したが、国の子育て施策として子育て応援ギフト事業を
実施することとなったため、令和４年度で事業を完了。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

完了

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

通信運搬費 15千円

出産祝給付金

12千円

小項目（基本事業）

子育て・福祉・医療・健康 子育て支援の充実 子育ての不安と負担の軽減

子育て支援課 事務事業番号 201020107

事業区分

政策的

スマイルエイジング

15,800千円

重点プロジェクト

16,319千円

財
源
内
訳
/
割
合

完了年度 R4
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R4年度　事務事業評価シート

1 1 2

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

24,628千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

子育て支援課 事務事業番号 201020108

事業区分

政策的

スマイルエイジング

印刷製本費 172千円

24,250千円 入学祝給付金 51,000千円

40千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

通信運搬費 74千円 通信運搬費

入学祝給付金

17千円 消耗品費 58千円

小項目（基本事業）

子育て・福祉・医療・健康 子育て支援の充実 子育ての不安と負担の軽減

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

次代を担う子どもの健全育成を図るとともに、子育て世代から選ばれ住み続けてもらえる子育て支援施策のひと
つとなっている。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

51,270千円

一般財源

ふるさと支援基金 51,270千円その他

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

印刷製本費

子育て世代応援事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

8 入学祝金給付事業 ２－（１）

事
業
概
要

次代を担う子どもの健全育成を図ること及び子育て世代の定住を目的とし
て、小学校入学を迎える子どもの保護者に対して祝金を給付する。

小学校入学を迎える児童の保護者

対象者に定額の祝金の給付

給付金による子育て支援

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

支出内訳

51,270千円24,341千円

県支出金

国庫支出金 24,341千円

地方債

10/10

24,341千円

0.05人 287千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

500人

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 入学祝金の対象者数 活動

500人

485人

97.0%

20

3

2
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R4年度　事務事業評価シート

1 1 1

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

用地購入費

↓９月補正

8,955千円

-

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

子育て支援課 事務事業番号 201010106

事業区分

政策的

水路・造成工事 20,752千円

スマイルエイジング

消耗品 98千円

3,410千円 実施設計（建築） 9,200千円

12,914千円

71,006千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

補償費算定業務委託料 5,445千円 設計委託料 （基本設計） 2,100千円 地質調査

旅費 32千円 旅費 24千円 測量調査委託料

5千円 建築確認手数料 1,245千円

小項目（基本事業）

子育て・福祉・医療・健康 子育て支援の充実 働く子育て家庭の支援

補償費

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項 令和９年４月１日新園舎供用開始予定

令和４年度は用地境界確定測量を行うとともに基本設計業務に着手した。計画的に事業を進め、小野田地区公
立保育所の環境改善を図る。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

56,928千円

一般財源 32千円 5,473千円

まちづくり魅力基金 4,940千円

3,415千円

100% 126,100千円

13,888千円

その他 まちづくり魅力基金

80% 38,100千円

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

消耗品

55,098千円

保育所等運営支援事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

6 小野田地区公立保育所整備事業 ２－（１）

事
業
概
要

市内の公立保育所は、いずれも老朽化や定員に対する入所児童割合の不
均衡による運営の非効率等の課題を抱えている。これらを改善するため、公
立保育所再編基本計画に基づき、公立保育所の再編整備を行う。
小野田地区の日の出保育園は、現在の120名定員と同規模で、令和３年度
に購入した既存園舎北側土地に建て替える。令和４年度は用地境界確定測
量を行うとともに基本設計業務に着手した。

公立保育所

再編計画に基づき再編整備する

公立保育所の環境改善及び運営の効率化を
実現する

事業期間 R1以前 R9以降 予算種別 継続

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

支出内訳

56,928千円

実施設計（水路・造成） 3,600千円

【繰越】設計委託料 （基本設計） 9,119千円

32千円 131,573千円 5,515千円

県支出金

国庫支出金

2,100千円

地方債

32千円 131,573千円 5,515千円

0.60人 3,440千円

総経費 1,772千円 132,730千円

人工数 人件費 0.30人 1,740千円 0.20人 1,157千円

減少 減少 減少

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1
待機児童数（厚生労働省基準）
3月末現在

成果

減少

15人 33人 18人

- -

21

3

2
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R4年度　事務事業評価シート

1 1 1

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

22

3

2

減少 減少 減少

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1
市内保育所の待機児童数（厚生労働省基準）
3月末現在

成果

減少

15人 33人 18人

- -

0.05人 287千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

17,600千円

地方債

1/3

21,658千円

299千円

県支出金 1/3 17千円 1/3 299千円

国庫支出金 17千円 1/3

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

使用料及び賃借料 1,880千円

支出内訳

24,342千円

使用料及び賃借料 2,234千円

負担金、補助及び交付金

その他 70千円

21,658千円

事
業
概
要

市内の公立保育所は、いずれも老朽化や定員に対する入所児童割合の不
均衡による運営の非効率等の課題を抱えている。これらを改善するため、公
立保育所再編基本計画に基づき、公立保育所の再編整備を行う。
山陽地区４園の公立保育所については２園に再編整備し、そのうち１園を厚
狭駅南部地区に定員１４０人の保育所を新設整備した。この事業は令和４年
度に新設したねたろう保育園の運営に係るもの。

公立保育所

再編計画に基づき再編整備する

公立保育所の環境改善及び運営の効率化を
実現する

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

その他 35千円

役務費

保育所等運営支援事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

7 ねたろう保育園運営事業 ２－（１）

24,342千円

一般財源

保育所使用料等 23,505千円

4,024千円 239千円

その他 保育所使用料　等

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

山陽地区の４園を２園に統廃合したことにより、子どもたちが安全で快適に過ごすことができる環境を整備するとと
もに入所児童に対し適切な人数の保育士を配置することができ、運営の効率化を進めることができた。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

需用費 16,643千円 需用費

報償費

469千円 役務費 605千円

小項目（基本事業）

子育て・福祉・医療・健康 子育て支援の充実 働く子育て家庭の支援

子育て支援課 事務事業番号 201010107

事業区分

政策的

122千円 負担金、補助及び交付金 273千円

スマイルエイジング

委託料 2,499千円 委託料 3,017千円

10千円 報償費 20千円

18,123千円

交流

重点プロジェクト

知守 食事

運動

21,945千円

-

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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R4年度　事務事業評価シート

1 1 5

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

知守

181千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

健康増進課 健康増進係 事務事業番号 201050117

事業区分

政策的

スマイルエイジング

66千円 多胎妊娠の妊婦

76千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

健康診査委託料

印刷製本費

助成金 19千円

小項目（基本事業）

子育て・福祉・医療・健康 子育て支援の充実 母子保健サービスの充実

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

多胎妊婦への支援体制を整えた。妊婦からは、「妊娠中は入院期間が長く、使用機会はなかったが、本市にお
いても支援してもらえることが、とても心強かった」という声をいただき、市の子育て支援策の一助にはなったと考
える。

本市が多胎妊婦健診を実施していることの更なる周知を行い、受診可能な医療機関を拡大していくとともに、妊
婦へも妊娠届出時の周知の徹底をすることで、必要な方が必要な時に使用できるよう体制を整えていく。

目標達成度
成果

C

R6年度に向けた方向性

拡充

95千円

一般財源 66千円 48千円

その他

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

母子保健事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

17 多胎妊産婦支援事業 ２－（１）

事
業
概
要

多胎妊婦に対して、妊婦健康診査費用の追加助成を行うことにより心身等の
負担を軽減し、母子とその家族が安心して出産できるように支援する。

多胎妊婦

多胎妊娠の妊婦健康診査受診補助券の交付

単胎に対して追加で生じる心身等の負担の軽
減

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

支出内訳

95千円66千円

47千円

県支出金

国庫支出金 1/2

地方債

66千円

0.02人 115千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

随時

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1
多胎妊娠の妊婦健康診査受診補助券の交付
申請件数

活動

随時

5

100.0％ 100.0％

0.0％

0.0％

23

3

2 多胎妊娠の妊婦健康診査受診率（１回目） 成果

-
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R4年度　事務事業評価シート

1 6 1

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

24

3

2 健康づくりに関するイベントの実施回数 成果

15回 15回

60.0％

9回

１５か所

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 スマイルエイジング薬局数 活動

15か所

9か所

60.0％

0.40人 2,293千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

605千円

地方債

605千円

177千円

県支出金

国庫支出金 1/2

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

2

支出内訳

363千円605千円

事
業
概
要

スマイルエイジングに向けた活動を展開する薬局を、薬局の申請により「スマ
イルエイジング薬局」に認定し、市民の健康づくりをサポートする健康拠点の
体制づくりを行い、市民の健康寿命の延伸を図る。
また、市薬剤師会、山陽小野田市立山口東京理科大学、行政の産官学連携
により推進体制を強化するとともに、他関係団体とも協働して実施できるよう
支援していく。

市内の薬局

スマイルエイジング薬局の認定

市民が身近な地域で健康に関する相談ができ
る健康拠点を増やす

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

健康づくり事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

12 スマイルエイジング薬局事業

363千円

一般財源 186千円

その他 ふるさと支援基金

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

市薬剤師会及び山口東京理科大学と連携しながら、市民が身近な地域で健康に関する相談ができる健康拠点
を設置することができた。また市民にスマイルエイジング薬局を認知してもらうために、初年度は広報等の周知活
動を重点的に行った。

市内にスマイルエイジング薬局を増やし、気軽に相談できる体制づくりを進める必要がある。また、より多くの市民
にスマイルエイジング薬局を認知してもらうためにも、引き続き周知と利用しやすい相談体制を市薬剤師会と連携
して取り組んでいく。

目標達成度
成果

C

R6年度に向けた方向性

拡充

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

通信運搬費

消耗品費

小項目（基本事業）

子育て・福祉・医療・健康 健康づくりの推進 地域ぐるみの健康づくりの充実

健康増進課 健康増進係 事務事業番号 206010212

事業区分

政策的

スマイルエイジング

605千円 消耗品費 354千円

9千円

重点プロジェクト

理科大

知守

2,898千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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R4年度　事務事業評価シート

1 6 2

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

25

3

2

随時

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 助成件数 活動

随時

５件

-

0.10人 573千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

地方債

152千円

県支出金

国庫支出金

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

支出内訳

306千円152千円

事
業
概
要

がん患者の心理的・経済的負担の軽減を図るため、がん治療に伴う脱毛や
乳房切除等によりウイッグや補整下着等を購入する費用の一部を助成するこ
とで、QOLの向上及び社会参加へつなぐ。

がん治療に伴う脱毛や乳房切除等によりウイッ
グや乳房補整具等を必要としている方で県の
助成対象にならない方

ウイッグや補整具等の費用の一部を助成する

がん患者の心理的・経済的負担の軽減を図
り、QOLの向上及び社会参加につなぐ

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

補整具購入助成費

成人保健事業（保健サービ
ス）

実施計画名 事務事業名 横断的施策

12 がん患者医療用補整具購入費助成事業

306千円

一般財源 152千円 306千円

その他

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

新規事業であり、各がん相談支援センターを通じて周知したところ、５件の助成につながった。山口県アピアラン
スケア推進事業助成金に該当しない方を対象としており、がん患者の心理的・経済的負担の軽減につながった。

新たにがん患者となる人に、正しく有益な情報が伝わるよう、がん相談支援センター等と連携して継続的に周知
を実施する。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

がん患者医療用 通信運搬費

消耗品費

148千円 がん患者医療用

小項目（基本事業）

子育て・福祉・医療・健康 健康づくりの推進 地域保健サービスの充実

健康増進課 健康増進係 事務事業番号 206020112

事業区分

政策的

スマイルエイジング

補整具購入助成費 300千円

4千円 消耗品費 3千円

3千円

重点プロジェクト

725千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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R4年度　事務事業評価シート

2 13 5

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

27

3
小野田浄化センター整備事業
（設計・建設：下水道課主体事業）

活動

基本設計

2
小野田浄化センター整備事業
（計画・調査：下水道課主体事業）

活動

下水道事業計画変更等 測量・地質調査

100.0％

下水道事業計画変更等

ダイオキシン等分析調査

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1
小野田浄化センター整備事業
（環境課主体事業）

活動

高分子焼却炉解体

ダイオキシン等分析調査

100.0％

0.38人 2,179千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

地方債

2,169千円

県支出金

国庫支出金

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

3

設計委託料（債務負担行為） 0千円

支出内訳

65,887千円

草刈等委託料 500千円

2,169千円

事
業
概
要

経年劣化が進行した小野田浄化センターを下水投入施設として新しく整備
する。事業の実施については、下水道課との共同で行うこととなり、予算につ
いても下水道事業会計での計上が必要であることから、施設整備及び維持
管理に係る費用をし尿処理負担金として下水道事業会計に支払うものとし、
令和４年度については、下水道事業計画変更業務委託のうち、下水投入施
設相当分を支出。負担金以外では、建設予定地に現存する高分子焼却炉
のダイオキシン等分析調査及び施設整備に関する先進地視察を実施。

小野田浄化センターの整備

施設整備方針検討の結果を基に整備を行う。

経年劣化が顕著な小野田浄化センターを整
備し、し尿及び浄化槽汚泥の安定処理を目的
とする。

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

分析委託料

一般廃棄物（し尿等）処理事
業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

10 小野田浄化センター施設整備事業

65,887千円

一般財源 2,169千円 7,187千円

その他

90% 58,700千円

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

下水投入施設の整備はR9年度の竣工を目指して事業を行っており、予定通りのスケジュールで進んでいる。

R６年度は建設に向けた実施設計業務を行う予定としており、受入先となる小野田水処理センターとの調整が重
要となることから、下水道課及び設計業務受託者と連携を図りながら事業を実施する必要がある。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

普通旅費 142千円 普通旅費

し尿処理負担金

298千円 設計委託料 3,857千円

小項目（基本事業）

市民生活・地域づくり・環境・防災 自然環境の保全・循環型社会の形成 一般廃棄物処理の推進

環境課 環境政策係 事務事業番号 213050310

事業区分

政策的

スマイルエイジング

通行料 8千円 工事請負費 61,380千円

1,721千円 し尿処理負担金 0千円

150千円

重点プロジェクト

4,348千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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本人 家族 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

就農４年目 就農５年目

❹前期･後期分 ❺前期･後期分

1,500,000円 1,500,000円

就農３年目 就農４年目 就農５年目

❺前期･後期分 ❺前期･後期分 ❺前期･後期分

1,500,000円 2,062,500円 2,250,000円

就農２年目 就農３年目 就農４年目 就農５年目

❷前期･後期分 ❸前期･後期分 ❹前期･後期分 ❺前期･後期分

1,420,931円 1,500,000円 1,500,000円 1,500,000円

就農２年目 就農３年目 就農４年目

❷前期･後期分 ❸前期･後期分 ❹前期･後期分

1,420,931円 1,500,000円 1,500,000円

就農１年目 就農２年目 就農３年目 就農４年目 就農５年目

❶前期･後期分 ❷前期･後期分 ❸前期･後期分 ❹前期･後期分 ❺前期･後期分

1,500,000円 1,500,000円 1,500,000円 1,500,000円 779,962円

就農１年目 就農２年目 就農３年目 就農４年目・就農５年目 就農５年目

❶前期･後期分 ❷前期･後期分 ❸前期･後期分 ❹前･後期分❺前期分 ❺後期分

2,250,000円 2,250,000円 2,250,000円 3,375,000円 1,125,000円

就農１年目 就農１年目・就農２年目 就農２年目・就農３年目 就農３年目・就農４年目 就農４年目・就農５年目

❶後期分 ❶前期分･❷後期分 ❷前期分･❸後期分 ❸前期分･❹後期分 ❹前期分❺後･前期分

1,125,000円 2,250,000円 2,250,000円 2,250,000円 3,375,000円

就農１年目 就農２年目 就農３年目 就農４年目 就農５年目 就農５年目

❶前･後期分 ❷前･後期分 ❸前期分 ❸後期分・❹前期分 ❹後期分・❺前期分 ❺後期分

1,500,000円 1,500,000円 750,000円 1,350,000円 1,200,000円 600,000円

7,341,862円 11,437,500円 11,250,000円 7,500,000円 7,904,962円 6,000,000円 750,000円 1,350,000円 1,200,000円 600,000円

-

- - -

-

-

5 ○ - --

-

-

- -

- -

R3 R4

-平成29年4月

合　計

8 ○ - 令和4年1月 - - - -

6 ○ ○ 平成29年12月

7 ○ ○ 平成30年4月

R8R5

令和５年度　農業次世代人材投資資金対象者

経営開始型 年　度

番号
名前

就農年月日
H29 H30

H31
R1

R6 R7

1

2

3

4

R2

○ -

○ -

平成26年4月

平成27年4月

平成28年4月

平成28年4月

○ -

○ ○ - - - -

- - - - - - - -

- -

- -

-

離農

-

- - - - - -

- - -
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R4年度　事務事業評価シート

2 13 6

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

多面的機能支払制度補助金 40,084千円 多面的機能支払制度補助金

45,878千円

100.0%

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

農林水産課 耕地係 事務事業番号 213060302

事業区分

政策的

スマイルエイジング

多面的機能支払制度補助金 43,201千円 補助金 58,830千円

171千円 消耗品費 156千円

95千円

42,132千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

燃料費 95千円 燃料費 95千円 燃料費 80千円 燃料費

消耗品費 156千円 消耗品費 156千円 消耗品費

132千円 システム利用料 132千円

小項目（基本事業）

市民生活・地域づくり・環境・防災 自然環境の保全・循環型社会の形成 森林・里山環境の保全

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項 前年度に比べ、補助金（長寿命化）の内示額が減少してきている。

農地の維持管理、農業施設の老朽化に伴う修繕に対応し成果が出ている。また、後潟地区の保全会が解散して
いたが再度、この事業が必要と感じ、保全会を立上げる計画になっている。

前年度に比べ、活動組織による保全管理（田・畑）は維持している。しかしながら、農業従事者の高齢化や農業
振興地域除外等により、面積の減少が懸念されるため、活動組織の農地拡充や新規地区で事業参加を推進し
ていく。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

59,213千円

一般財源 10,022千円 10,534千円 10,802千円 14,708千円

その他

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

システム利用料

農地環境保全事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

2 多面的機能推進事業

事
業
概
要

担い手に集中している水路農道等の維持管理、補修を地域全体で実施する
ことにより、担い手の負担を軽減し、耕作放棄地の発生を防止する。また、農
業用施設の更新を行うことで作業環境を改善する。平成２９年度に３組織が
一つに広域合併し、平成３０年度末で１組織が活動を終了した。活動農用地
面積を維持していくことが目標となる。

地域環境を守るための活動組織

農用地、水路、農道等の維持管理活動に対し
交付金を交付する。

地域環境を守るための意識の高揚、耕作放棄
地の解消、担い手への農地集積

事業期間 R1以前 R9以降 予算種別 継続

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

3

支出内訳

59,213千円40,335千円 42,383千円 43,584千円

県支出金 3/4,10/10 30,313千円 3/4,10/10 31,849千円 3/4,10/10 32,782千円 3/4,10/10 44,505千円

国庫支出金

地方債

40,335千円 42,383千円 43,584千円

0.40人 2,294千円

総経費 43,235千円 45,275千円

人工数 人件費 0.50人 2,900千円 0.50人 2,892千円

18 18 18

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 取組活動組織数 活動

19

18 18 18

100.0% 100.0%

608 607 600 682

100.0% 100.0% 100.0%

608 607 600

29

3 長寿命化活動農用地面積(ha) 活動

420

100.0% 100.0% 100.0%

641477

361 420 477

361

2 農地維持・共同活動農用地面積(ha) 活動
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Ü
1:15,000
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Ü
1:20,000
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R4年度　事務事業評価シート

4 24 2

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

30

3 駆除数（ヌートリア） 成果

-

- - 96.0%

30頭25頭

14頭 10頭 24頭

-

2 駆除数（シカ） 成果

10頭 10頭 10頭 40頭

850.0% 280.0% 240.0%

85頭 28頭 24頭

380頭 380頭 350頭

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 駆除数（イノシシ） 成果

700頭

392頭 617頭 380頭

103.2% 108.6%

0.10人 573千円

総経費 2,399千円 2,897千円

人工数 人件費 0.07人 406千円 0.05人 289千円

地方債

1,993千円 2,608千円 1,701千円

県支出金

国庫支出金

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

5

支出内訳

3,112千円1,993千円 2,608千円 1,701千円

事
業
概
要

農林水産物等への被害軽減を目的に有害鳥獣の捕獲を奨励するため、山
陽小野田市有害鳥獣対策協議会を事業実施主体とし、有害鳥獣を山陽小
野田市内で適法に捕獲し、その確認資料を提出した者に対し補助金を交付
する。
また、令和４年度から近年増加しているヌートリアについても対象とし、被害防
止に努める。

有害鳥獣対策協議会

補助金の交付（イノシシ4,000円/頭・シカ5,000
円/頭・サル13,000円/匹・ヌートリア2,000円/
匹）

有害鳥獣の捕獲を奨励し、農林水産物への被
害を軽減させる。

事業期間 R1以前 R9以降 予算種別 継続 経常・臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

有害鳥獣対策事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

2 有害鳥獣捕獲奨励事業

3,112千円

一般財源 1,993千円 2,608千円 1,701千円 3,112千円

その他

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

概ね目標頭数は駆除でき、農林水産物への被害も一定の効果を上げることができた。

目標頭数以上に駆除できてはいるが年々減少傾向にある。生息頭数の減少も考えられるが、市街地での目撃情
報が多くなっているため、捕獲体制の強化を図る必要がある。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

捕獲奨励事業補助金 1,993千円 捕獲奨励事業補助金 2,608千円 捕獲奨励事業補助金

小項目（基本事業）

産業・観光 農林水産業の推進 生産基盤の整備

農林水産課 農林係 事務事業番号 224020502

事業区分

政策的

スマイルエイジング

1,701千円 捕獲奨励事業補助金 3,112千円

重点プロジェクト

2,274千円

162.4%

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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R4年度　事務事業評価シート

3 19 2

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

32

3

2 エレベーター設置等（在来線厚狭駅） 活動

実施設計、工事 工事 工事

100.0％ 100.0％

実施設計、工事 工事

実施設計 工事

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 エレベーター設置等（新幹線厚狭駅） 活動 事業着手 工事

-

0.05人 287千円

総経費 348千円 39,939千円

人工数 人件費 0.06人 348千円 0.06人 347千円

地方債

39,592千円 28,698千円

県支出金 点状ブロック等事業費の1/6 9,142千円

国庫支出金

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

支出内訳

132,613千円

整備事業補助金 57,431千円

（新幹線②） 18,623千円

整備事業補助金（繰越） 73,108千円

39,592千円 28,698千円

事
業
概
要

バリアフリー法の整備目標（１日の利用者数3000人以上の鉄道駅）を踏まえ、
JR厚狭駅にエレベーター等を設置するバリアフリー化工事を行う。（国1/3、
地方1/3、JR1/3）
【R４事業内容】
在来線：内方線付き点状ブロック設置、二段手摺・多機能トイレ整備等

JR西日本

エレベーター等バリアフリー施設の整備に対
する補助金の支出

交通移動の円滑化

事業期間 R2 R9以降 予算種別 継続 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

（在来線①）

地域交通推進事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

3 駅舎バリアフリー化整備事業

132,613千円

一般財源 28,698千円 132,613千円

その他 新幹線厚狭駅整備基金 30,450千円

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

厚狭駅在来線において、EVの設置を推進するとともに、内方線付き点状ブロックや二段手摺、多機能トイレ等を
整備するなど、市民の公共交通利便性の向上へ大きく貢献した。

今後、EV設置（全４基）を中心として関連工事が順調に進むよう、所要の経費について助成を行うとともに、多機
能トイレの維持管理を行う。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

整備事業補助金 整備事業補助金 光熱水費

交通施設バリアフリー化 交通施設バリアフリー化

28,698千円 下水道使用料 96千円

小項目（基本事業）

都市基盤 道路・交通網及び港湾施設の充実 持続可能な地域公共交通網の形成

整備事業補助金

商工労働課 公共交通対策室 事務事業番号 219020103

事業区分

政策的

交通施設バリアフリー化

スマイルエイジング

交通施設バリアフリー化

清掃委託料 1,426千円

552千円

20,969千円

重点プロジェクト

交通施設バリアフリー化

（新幹線①）

28,985千円

100.0％

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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R4年度　事務事業評価シート

3 19 2

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

10,318千円

財
源
内
訳
/
割
合

完了年度 R4

商工労働課 公共交通対策室 事務事業番号 219020116

事業区分

政策的

スマイルエイジング

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

会議負担金 9,153千円

地域公共交通

18千円

小項目（基本事業）

都市基盤 道路・交通網及び港湾施設の充実 持続可能な地域公共交通網の形成

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項
商工費雑入1,250千円は、地域公共交通計画策定に係る国庫補助金相当分（国から地域公共交通会議に交付
されたため、同額を地域公共交通会議から市へ納付（雑入として受け入れ））

交通コンサルに委託して市民アンケートや市内バス路線OD調査、交通事業者へのヒアリング等を行うとともに、
地域公共交通会議を計５回開催し、対応方針及び具体的な対応策について審議を行った。パブリックコメントの
実施を経て、令和５年３月に、本市公共交通の新たなマスタープランである「山陽小野田市地域公共交通計画」
を策定した。

令和４年度事業完了

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

完了

一般財源 7,921千円

その他 商工費雑入

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

報償金

地域交通推進事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

16 地域公共交通計画策定事業

事
業
概
要

　令和２年の地域公共交通活性化再生法の改正により、従来の「地域公共交
通網形成計画」に代わる、新たな公共交通のマスタープランとして「地域公共
交通計画」の策定が努力義務化された。
　これを踏まえ、まちづくりに寄与する持続可能な地域公共交通を形成する
ため、地域公共交通の今後のあり方を明らかにし、その実現に向けた方策を
示した「山陽小野田市地域公共交通計画」を策定するもの。
　計画策定の主体は、市地域公共交通会議（法定協議会）となるため、同会
議に負担金を支出する。

山陽小野田市地域公共交通会議

負担金の交付（地域公共交通計画の策定）

持続可能な旅客運送サービスの提供の確保
（輸送資源の総動員による移動手段の確保、
既存の公共交通サービスの改善の徹底）

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

支出内訳

9,171千円

県支出金

国庫支出金

1,250千円

地方債

9,171千円

0.20人 1,147千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

策定

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 計画の策定 活動 策定

100.0％

33

3

2

84



85



86



87



88



R4年度　事務事業評価シート

2 10 2

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

34

3

2

45 236 128

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 路側帯等整備延長（ｍ） 活動

整備延長

45 236 128

100.0% 100.0%

0.60人 3,440千円

総経費 20,633千円 48,373千円

人工数 人件費 0.58人 3,363千円 0.55人 3,181千円

地方債 90% 6,600千円

9,474千円 55/100 24,630千円 55/100

17,270千円 45,192千円 49,219千円

27,500千円

県支出金

国庫支出金 55/100 26,863千円 55/100

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

4

支出内訳

53,000千円

工事請負費 （単独） 3,000千円

17,270千円 45,192千円 49,219千円

事
業
概
要

通学路の中には交通量が多く、歩道が設置されていない市道や、歩道が狭
い市道があるため、道路管理者と学校・保護者・警察等が連携して安全対策
を行う。
歩道の設置されていない等の危険箇所について、路側帯の整備や歩道の拡
幅を行い通学路の安全向上を図る。

自転車、歩行者（児童・生徒）

路側帯及び、歩道、車道の整備
（路肩の拡幅、歩道の設置、カラー舗装化、歩
道整備、側溝の蓋かけ）

通学路の安全環境向上

事業期間 R1以前 R9以降 予算種別 継続 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

工事請負費(繰)

8,549千円

通学路安全対策事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

1 通学路安全対策事業

53,000千円

一般財源 1,196千円 2,562千円

19,400千円

2,956千円

90% 18,000千円 90%

5,300千円

その他

90% 20,200千円

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項
R4対策実施路線 ： 東下津野中線、片山梅田線
繰越：令和４年度→令和５年度 23,217,000円（工事請負費）

通学路交通安全プログラムに基づき要対策箇所の歩道や路側帯の整備を実施している。

今後も引続き、要対策箇所の整備を効果的に推進し、通学路の交通安全向上を図る。

目標達成度
成果

B

R6年度に向けた方向性

現状維持

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

工事請負費 6,056千円 工事請負費(現) 17,900千円 用地購入費 1,332千円 工事請負費

調査設計委託料 1,980千円 調査設計委託料(現) 2,239千円 工事請負費(現)

27,868千円 用地購入費 9,500千円

小項目（基本事業）

市民生活・地域づくり・環境・防災 防犯・交通安全・空家等・消費者保護対策の推進 交通安全環境の整備

工事請負費(繰)

土木課 道路整備係 事務事業番号 210020401

事業区分

政策的

スマイルエイジング

調査設計委託料(繰) 6,258千円 補償金 5,000千円

13,761千円 調査設計委託料 15,000千円

20,500千円

16,504千円

重点プロジェクト

補償金 調査設計委託料(繰)

用地購入費 3,962千円 用地購入費

工事請負費（繰） 5,272千円

52,659千円

100.0%

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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R4年度　事務事業評価シート

3 19 1

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

35

3 道路空洞調査 成果

2 個別施設計画策定 成果

舗装

27.5

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 舗装点検実施延長（ｋｍ） 成果

点検延長

27.5

100.0%

0.06人 344千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

地方債

1/2

4,683千円

6,500千円

県支出金

国庫支出金 2,338千円 1/2

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

4

支出内訳

13,000千円4,683千円

事
業
概
要

道路施設の劣化、変状が起因となる事故は、人命に関わる重大事故につな
がる危険性があるため、施設の健全性を診断する。

市道

道路施設の点検、個別施設計画策定

交通環境の確保

事業期間 R4 R9以降 予算種別 新規 臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

市道施設点検事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

1 道路施設等点検事業

13,000千円

一般財源 2,345千円 6,500千円

その他

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項

国からの交付金内示が要望額を下回ったため、活動指標を個別施設計画策定としていたが、舗装点検の実施延
長として対象路線の舗装点検を実施した。R5年度は、引続き残りの舗装点検を実施し、それらの成果を反映した
個別施設計画の策定を行う。

R5年度に実施予定としていた道路空洞調査は、舗装点検実施後を予定しているためR6年度の実施を予定して
いる。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

調査設計委託料

小項目（基本事業）

都市基盤 道路・交通網及び港湾施設の充実 道路網の整備

土木課 道路整備係 事務事業番号 219010401

事業区分

施設維持
管理

スマイルエイジング

4,683千円 調査設計委託料 13,000千円

重点プロジェクト

5,027千円

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持
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R4年度　事務事業評価シート

2 9 2

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

6,488千円

100.0%

財
源
内
訳
/
割
合

完了年度 R4

土木課 河川港湾係 事務事業番号 209020301

事業区分

義務的

653千円

スマイルエイジング

委託料(港湾局) 3,169千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

印刷製本費 486千円 委託料(水国保全局) 1,070千円

ハザードマップ作成委託料 8,092千円 ハザードマップ作成委託料 5,170千円 ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ作成

小項目（基本事業）

市民生活・地域づくり・環境・防災 防災体制の充実 地域防災力の向上

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項
令和2年度：有帆川洪水ハザードマップ
令和3年度：厚狭川洪水ハザードマップ（厚狭川）
令和4年度：高潮ハザードマップ（沿岸全域）

高潮ハザードマップを作成し、市内全戸配布及び要配慮者利用施設や小中学校、防災関連機関に配布するこ
とで、情報の啓発に努めることが出来た。
ハザードマップ整備事業としては、各ハザードマップに対して最新の浸水想定区域を反映したものに更新したこ
とで、被害を最小限にとどめることができる情報を住民等に提供することが出来た。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

完了

一般財源 4,047千円 2,828千円 2,557千円

その他

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ作成

防災知識普及啓発事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

1 ハザードマップ整備事業

事
業
概
要

平成27年5月の水防法改正により、国、県又は市町村は想定し得る最大規模
の降雨・潮位に対応した浸水想定を実施し、市町村はこれに応じた避難方法
等を住民等に適切に周知するためのハザードマップを作成することが必要に
なった。
このことから、県は洪水・高潮浸水想定区域の見直しを行っており、市は、こ
の結果を踏まえて、被害予測、浸水範囲及び避難方法等に係る情報を住民
に提供し、被害を最小限にとどめることを目的として、洪水（有帆川、厚狭
川）・高潮ハザードマップの更新を行う。

関係自治会住民

ハザードマップの作成及び配布

被害予測、浸水範囲及び避難方法等に係る
情報を住民に提供し、被害を最小限にとどめ
る

事業期間 R2 R4 予算種別 継続

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

3

印刷製本費(水国保全局) 220千円

支出内訳

印刷製本費(港湾局)

8,092千円 5,656千円 5,112千円

県支出金

国庫支出金 1/2 2,555千円

地方債

4,045千円 1/2 2,828千円 1/2

8,092千円 5,656千円 5,112千円

0.24人 1,376千円

総経費 9,136千円 6,639千円

人工数 人件費 0.18人 1,044千円 0.17人 983千円

1件 1件 1件

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 ハザードマップ作成・印刷製本 活動 1件 1件 1件

100.0% 100.0%

36

3

2
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R4年度　事務事業評価シート

2 9 3

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

1,959千円

財
源
内
訳
/
割
合

完了年度 R4

農林水産課 耕地係 事務事業番号 209030202

事業区分

政策的

168千円

スマイルエイジング

委託料（水産庁） 812千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

委託料（農村振興局） 669千円

ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ作成

小項目（基本事業）

市民生活・地域づくり・環境・防災 防災体制の充実 市域の保全

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項 令和4年度：高潮ハザードマップ（沿岸全域）

高潮ハザードマップを作成し、市内全戸配布及び要配慮者利用施設や小中学校、防災関連機関に配布するこ
とで、情報の啓発に努めることが出来た。
ハザードマップ整備事業としては、各ハザードマップに対して最新の浸水想定区域を反映したものに更新したこ
とで、被害を最小限にとどめることができる情報を住民等に提供することが出来た。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

完了

一般財源 894千円

その他

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ作成

海岸保全対策整備事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

2 ハザードマップ整備事業

事
業
概
要

平成27年5月の水防法改正により、国、県又は市町村は想定し得る最大規模
の降雨・潮位に対応した浸水想定を実施し、市町村これに応じた避難方法等
を住民等に適切に周知するためのハザードマップを作成することが必要に
なった。
このことから、県は洪水・高潮浸水想定区域の見直しを行っており、市はこの
結果を踏まえて、被害想定・浸水範囲及び避難方法等に係る情報を住民に
提供し、被害を最小限にとどめることを目的として、高潮ハザードマップの更
新を行う。

関係自治会住民

ハザードマップの作成及び配布

被害予測、浸水範囲及び避難方法等に係る
情報を住民に提供し、被害を最小限にとどめ
る。

事業期間 R4 R4 予算種別 新規

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

2

印刷製本費（農村振興局） 138千円

支出内訳

印刷製本費（水産庁）

1,787千円

県支出金

国庫支出金 893千円

地方債

1/2

1,787千円

0.03人 172千円

総経費 千円 千円

人工数 人件費

1件

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 ハザードマップ作成・印刷製本 活動 1件

100.0%

36

3

2
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（土木課・農林水産課）  

ハザードマップ整備事業  概要資料

【概要】  

平成 27 年 5 月の水防法改正により県が見直しした洪水および高潮浸水

想定区域に基づき、洪水（有帆川、厚狭川）および高潮のハザードマップを

更新し、住民に対し被害予測、浸水範囲及び避難方法等に係る情報を提供

し、啓発することを目的とする。  

【更新状況】  

令和２年度・・・有帆川洪水ハザードマップ  

令和３年度・・・厚狭川洪水ハザードマップ  

令和４年度・・・高潮ハザードマップ（沿岸全域）  

【令和４年度事業について】  

 令和４年５月に県が指定した高潮浸水想定区域に基づき、市内沿岸部全

域における高潮ハザードマップを更新した。  

（想定する台風）  

 最悪の事態を想定し、既往最大規模の台風を基本とし、潮位偏差が最大

となるよう複数の台風経路を想定したもの。  

・中心気圧：９１０hPa（室戸台風）

・最大風速半径：７５km（伊勢湾台風）

・移動速度：７３km/h（伊勢湾台風）

（事業費）  

作成業務委託・・・５，７２０千円  

 印刷・・・１，１７９千円  

（印刷部数）  

３地区に分割し作成  

小野田地区・・・１０，７００部  

厚狭川・有帆川地区・・・１５，３５０部  

埴生地区・・・３，０００部  

（配布先）  

３３９の全自治会に対し全戸配布（令和５年４月１日号市報と同時配布） 

要配慮者利用施設  

該当校区内の小・中学校、地域交流センター  

消防・警察等防災関係機関  

その他関係者  
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R4年度　事務事業評価シート

3 17 1

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

交流

重点プロジェクト

（園路改修） 厚狭川河畔

工事請負費 4,879千円 工事請負費

運動

工事請負費 7,449千円

16,462千円

50.0%

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

都市計画課 都市整備係 事務事業番号 217010208

事業区分

政策的

3,651千円

スマイルエイジング

厚狭川河畔

5,817千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

（健康遊具設置） （健康遊具設置） 計画策定委託料 9,482千円

須恵健康公園 江汐公園 糸根公園

小項目（基本事業）

都市基盤 公園・緑地の整備・保全 都市公園の整備と管理

寝太郎公園ゆめ広場

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項
令和4年度に策定した糸根公園整備基本計画に基づき、地元との合意形成を図りながら事業を進める。
※１　ゆめはな開花プロジェクト推進事業補助金　※２内訳：ふるさと支援基金（4,650千円）・市町村振興協会助
成金（867千円）　※３内訳：まちづくり魅力基金（5,688千円）・市町村振興協会助成金（948千円）

令和4年度は糸根公園整備事業のスタートとして基本計画を作成した。運動習慣のきっかけづくりとなるような健
康遊具、園路や運動施設の整備を盛り込んだ計画となっている。

R6年度に向けて、次の段階となる設計業務に円滑に着手するために、関係部署及び関係機関等との協議打合
せを抜けのないように実施し、手戻り等のないように事業を推進する。

目標達成度
成果

A

R6年度に向けた方向性

現状維持

一般財源 1,949千円 3,651千円

その他 寄付金 まちづくり魅力基金 4,879千円 ※２ 5,517千円 ※３

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

（健康遊具設置） （健康遊具設置）

繰越明許

都市公園施設整備事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

8 スマイルエイジングパーク事業

事
業
概
要

健康寿命の延伸を目指す、スマイルエイジング事業の一環として、市内4か
所の都市公園等で、ウォーキングコースの園路改修や健康遊具の設置をす
すめ、市民の運動習慣のきっかけづくりのための環境整備を行う。
令和2年度は、須恵健康公園において、健康遊具７基を設置した。
令和3年度は、江汐公園、厚狭川河畔寝太郎公園ゆめ広場（令和４年度へ
繰越）の整備を実施した。
令和4年度は、糸根公園と青年の家をスマイルエイジングパークとして一体的
に整備するため、糸根公園整備基本計画を策定した。

須恵健康公園、江汐公園、糸根公園、厚狭川
河畔寝太郎公園ゆめ広場

健康遊具の設置及びウォーキング用園路の改
修

運動習慣のきっかけづくりと健康寿命の延伸

事業期間 R2 R9以降 予算種別 継続

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

2

寝太郎公園ゆめ広場

支出内訳

工事請負費 2,300千円 工事請負費

12,328千円 8,117千円 13,133千円

県支出金 ※１　1/2 2,600千円 ※１　1/2 2,846千円

国庫支出金

6,636千円

地方債 75% 5,500千円

12,328千円 8,117千円 13,133千円

0.55人 3,329千円

総経費 14,648千円 10,430千円

人工数 人件費 0.40人 2,320千円 0.40人 2,313千円

1 2 1

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 健康遊具設置公園数 活動 1 1 1

100.0% 100.0%

計画策定

100.0％

計画策定

37

3

2 スマイルエイジングパーク整備基本計画の策定 活動
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R4年度　事務事業評価シート

3 17 1

対
象

手
段

意
図

年度 ～ 年度

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

重点プロジェクト

11,592千円

0.0%

財
源
内
訳
/
割
合

コスト 現状維持

都市計画課 都市整備係 事務事業番号 217010108

事業区分

政策的

スマイルエイジング

9,696千円

合　　計

合　　計

課・局・室・所（係）

調査設計委託料 4,624千円

立木伐採委託料 1,078千円 繰越明許 工事請負費

小項目（基本事業）

都市基盤 公園・緑地の整備・保全 都市公園の整備と管理

R6年度に向けた
課題及び改善策

成果

特記事項 緊急自然災害防止対策事業債：充当率100％、交付税措置率70％

被災した本山岬公園の法面復旧工事が完了し、令和4年10月下旬からくぐり岩を見に行くことができるようになっ
た。

令和5年度から産業観光バスツアーでくぐり岩を組み込んでいく予定である。
トイレ、駐車場の整備については、他事業とのスケジュールにも配慮しつつ、事業の実施時期については検討す
る。

目標達成度
成果

B

R6年度に向けた方向性

現状維持

一般財源 524千円

9,600千円

96千円

地域活性化 90% 4,100千円 緊急自然災害 100%

その他 ふるさと支援基金 1,078千円

臨時 会計種別 一般

R2（決算額) R3（決算額) R4（決算額) R5（予算額)

都市公園維持管理事業

実施計画名 事務事業名 横断的施策

8 本山岬公園（くぐり岩）整備事業

事
業
概
要

くぐり岩で注目を集めている本山岬公園について、今後増加していくことが見
込まれる観光客に対応するため、トイレの更新、市道の拡幅、大型バスが駐
車可能な駐車場の整備等を計画的に行う予定である。
令和3年8月14日豪雨の影響により、本山岬先端部の展望広場の法面が一
部崩落したため、復旧工事を実施した。

本山岬公園

トイレの更新、市道の拡幅や大型バスが駐車
可能な駐車場の整備、崩落した法面の対策を
行う

観光客誘致及び快適な公園環境向上の促進

事業期間 R2 R9以降 予算種別 継続

施
策
体
系

大項目（章） 中項目（基本施策）

1

支出内訳

1,078千円 4,624千円 9,696千円

県支出金

国庫支出金

地方債

1,078千円 4,624千円 9,696千円

0.30人 1,896千円

総経費 2,586千円 6,359千円

人工数 人件費 0.26人 1,508千円 0.30人 1,735千円

1 1 1

活動指標又は成果指標 R2 R3 R4 R5

1 観光ツアー誘致回数 活動

1

0 0 0

0.0% 0.0%

38

3

2
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